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道では、気候変動問題に長期的な視点で

取り組むために、令和３年（2021年）３月

に策定した「北海道地球温暖化対策推進計

画（第３次）」（令和４年（2022年）3月改

定）を、令和５年（2023年）３月の北海道

地球温暖化防止対策条例の改正に伴い「ゼ

ロカーボン北海道推進計画」に名称変更し

ました。本計画では、「多様な主体の協働に

よる社会システムの脱炭素化」、「豊富な再

生可能エネルギーの最大限の活用」、「森林

等の二酸化炭素吸収源の確保」を重点的に

進める取組として、脱炭素化と経済の活性

化や持続可能な地域づくりを同時に進め、

2030年度の温室効果ガス排出量を、2013

年度比で48％削減することとしています。 

温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」の取組とともに、令和３年（2021年）４月に開設した

「北海道気候変動適応センター（HoLCCAC）」を拠点として、既に顕在化する気候変動の影響に

よる被害を回避・軽減する「適応」の取組も併せて、総合的かつ計画的に推進し、2050年までに、

温室効果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスがとれ、環境と経済・社会が調和しながら成

長を続ける北の大地「ゼロカーボン北海道」の実現を図っていきます。 

  
 
１ 温室効果ガス排出抑制対策等の推進 

 

  

（1）本道の温室効果ガスの排出実態 

地球温暖化により海水面の上昇、甚大な自然災害や著しい農作物等への被害など、地球規模で

の深刻な影響が懸念されています。 

地球温暖化は、私たちの日常生活や事業活動と密接な関係にあることから、温室効果ガスの排

出削減に向けて、道民、事業者、研究機関、行政が連携して取組を進める必要があります。 

令和５年度（2023年度）の道内の温室効果ガス実質排出量（推計値）は、4,783万t-CO２で

あり、基準年（平成25年度（2013年度））と比べて35.1％減少（2,586万t-CO2減）、前年度

（令和４年度(2022年度)（速報値））と比べ1.6％減少（76万t-CO2減）となっています。 

温室効果ガス実質排出量が減少した理由としては、産業部門の８割を占める製造業において、

鉄鋼・非鉄金属工業の生産量減少により、エネルギー消費量が減少したことが考えられます。 

■気候変動対策の体系 



   

 
 

- 6 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度（2022年度）の道民一人当たりの温室効果ガス排出量（速報値）は、11.3t-CO2/

人で、全国（8.9t-CO2/人）の1.3倍となっています。 

また、令和５年度（2023年度）の道民一人当たりの温室効果ガス排出量（推計値）は、11.3t-

CO２/人で、こちらも全国（8.6t-CO２/人）と比較して依然として高い傾向となる見込みです。 

これは、積雪寒冷により暖房の灯油消費量が多いことや広域分散型で自動車への依存度が高い

という本道の地域特性が主な要因と考えられます。 

また、令和５年度（2023年度）の本道の部門別二酸化炭素排出量（推計値）は、全国と比較し

て家庭部門と運輸部門の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■温室効果ガス実質排出量と削減目標との比較 

「速報値」：2025(R7)年７月末日時点で入手可能な統計等から必要なデータを推計し、2022(R4)年度の温室効果ガスの予測値を算出 
「推計値」：2025(R7)年７月末日時点で入手可能な統計等に加え、未入手の統計データを他の統計実績値から推計し、2023(R5)年度の排

出量の概算値を算出 

■一人当たりの温室効果ガス排出量の推移 

5,7745,797
5,960

（年度）

7,369
7,065 6,974 6,922 6,853 6,748

6,369

4,930

5,884

吸収量
1,125

吸収量
950

吸収量
921

吸収量
948

吸収量
884 吸収量

877 吸収量
917 吸収量

1,196 

吸収量
938 

吸収量
991 

吸収量
1,142 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

2020

(R2)

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

2030

(R12)

（万トンＣＯ２換算）

（基準年度） （推計値）（速報値） （目標年度）

実質

排出量

5,940

実質

排出量

6,024

実質

排出量

6,001

実質

排出量

5,905

実質

排出量

5,865

実質

排出量

5,043

実質

排出量

3,788

実質

排出量

5,491

実質

排出量

4,689

実質

排出量

4,859

実質

排出量

4,783

34.1％減 35.1％減

48％削減

13.6 13.1 13.0 12.9 12.9 12.8 
12.1 

11.4 11.4 11.3 11.3 11.0 10.6 10.3 10.1 10.0 9.7 9.4 8.9 9.1 8.9 8.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

2013

（H25）

2014

（H26）

2015

（H27）

2016

（H28）

2017

（H29）

2018

（H30）

2019

（R1）

2020

（R2）

2021

（R3）

2022

（R4）

2023

（R5）

（トンCO2換算／人）

（年度）

北海道 全国

（基準年度） （速報値） （推計値）



第 1 章 地域から取り組む地球環境の保全 

- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）「緩和」の推進に向けた道の取組 

ア 地球温暖化防止対策基金 

「ゼロカーボン北海道」の実現のためには、脱炭素等の取組をより一層加速する必要がある

ことから、道では、新たに設置した北海道地球温暖化防止対策基金（通称：ゼロカーボン北海

道推進基金）を活用し、道、市町村、事業者、道民等の多様な主体の協働による社会システム

の脱炭素化、豊富な再生可能エネルギーの最大限の活用、森林等による二酸化炭素吸収源の確

保の取組を重点的に行いました。 

 

イ 多様な主体の協働による社会システムの脱炭素化 

地球温暖化を防止するためには、道民一人ひとりが日常生活や職場などでの温室効果ガス削

減に向けた意識を持ち、身近な取組を行うことが重要です。このため、道では、道民一人ひと

り、企業、団体、自治体などの様々な主体が、温室効果ガス削減に向けた行動を実践する「脱

炭素型ライフスタイル・ビジネススタイル」への転換に向けた取組を進めています。 

 

◆ゼロカーボン北海道チャレンジプロジェクト 

2050年「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて、道民の皆様や民間事業者の方々に、脱

炭素に向けたライフスタイル・ビジネススタイルの転換につながるゼロカーボンの取組を広

く呼びかけ、出来ることから一緒に実践していくプロジェクトです。９つの分類、32の取組、

４つの重点プロジェクトで構成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和５年度（2023年度）の二酸化炭素排出量の構成比（全国比） 
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○重点プロジェクト 

・CO₂排出量を知ろう 

・プラスチックごみの削減、マイボトルを持ち歩こう 

・環境の未来について考えよう 

・木を植えて、育てて、楽しもう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ゼロカーボン北海道チャレンジプロジェクト一覧 

 

北海道ゼロチャレ！家計簿 

北海道は、冬季の暖房利用や自家用車の利用が多い

ことなどから、全国と比べて家庭での温室効果ガス排

出割合が高くなっています。 

このため、ゼロカーボン北海道の実現には各家庭で

の取組がとても重要です。 

 そこで、道では環境省北海道地方環境事務所と連携

し、家庭におけるＣＯ2排出量を可視化できるアプリ

「北海道ゼロチャレ！家計簿」を開発しました。 

 電気やガス、灯油などの使用量を入力すると、家庭

からのＣＯ２排出量が計算できる「北海道ゼロチャレ！

家計簿」を使って、みんなでゼロカーボン北海道を実

現しましょう。 
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◆ゼロカーボン北海道キャラバン  

道では、子どもから大人まで幅広くゼロカーボンについての理解を深めてもらうため、ゼ

ロカーボン北海道キャラバンを７都市・８会場で開催しました。 

体験イベントでは、専用のサイクルチェアで発電したり、その電力で水素を作りラジコン 

カーを動かしたりして、ゼロカーボンや水素エネルギーについて楽しく学んでいただいたほ 

か、おうちで気軽にゼロカーボンに取り組んでもらうため、 

家庭から出るCO2排出量がわかるアプリ「北海道ゼロチャ 

レ！家計簿」を周知しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ゼロカーボン北海道高校生バスツアー 

道では、北海道の未来を担う若い世代に、ゼロカーボン北海道の実現に向けた市町村や企業 

の取組を見学してもらい、ゼロカーボンについてより理解を深めてもらうため、令和６年

（2024年）８月９日及び10月19日にゼロカーボン北海道高校生バスツアーを実施しました。  

８月は、水素を活用した室蘭市内の取組等を学ぶため、五洋建設（株）室蘭製作所の再エ

ネ100％工場、室蘭市のグリーン水素製造・充填所や移動式水素ステーション、室蘭ユー

スホステルの水素ボイラーなどを見学しました。 

また10月は、企業のゼロカーボンの取組等を学ぶため、出光興産（株）北海道製油所、

北海道電力（株）苫東厚真発電所、會澤高圧コンクリート（株）鵡川工場を見学し、二酸化

炭素を使った次世代燃料、再エネ発電の導入拡大に不可欠な需給バランス調整の仕組み、二

酸化炭素で耐久性を高めたコンクリート製品などの説明を受けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■キャラバン（エスコンフィールド北海道） 

 

■キャラバン（帯広市） 

 

■五洋建設（株）室蘭製作所 ■會澤高圧コンクリート（株）鵡川工場 
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◆北海道デカボチャレンジ２０２４ 

道では、北海道の未来を担う若い世代にゼロカーボンについてより深く学習する機会を提

供し、行動変容を促進するため、また、併せて企業等の抱える課題を解決するため、企業共

創型大学生ワークショップ「北海道デカボチャレンジ２０２４」を、令和６年（2024年）

12月に開催しました。 

このワークショップは、大学生等45人が３人１組の15チームに分かれ、石屋製菓（株）、

サツドラホールディングス（株）、北海道ガス（株）、旭川市、北海道の５つの企業や自治体

が抱えるゼロカーボンに係る課題解決のアイデアを５日間にわたって考案し、発表するコン

テスト形式で実施しました。 

12月16日には、札幌市民交流プラザにて決勝に進んだ５チームが審査員の前で発表を行

い、サツドラホールディングス（株）が提示した「Z世代が考えるEZOCAで日常の消費や

行動をするだけで、脱炭素を始めとした未来がちょっと良くなる仕組みの提案」という課題

に対し、「18歳から29歳の大学生や社会人を対象に、売れ残りそうな商品をアプリで知ら

せて予約販売するほか、ポイントの一部が脱炭素投資に自動的に回る仕組み」を提案した、

「＃とりえぞ とりあえずEZOCA」チームが優勝しました。（予選を含むダイジェストの

ほか、決勝に進んだ５チームの決勝プレゼンと表彰式の動画は、ゼロカーボン北海道 

YouTubeチャンネルで公開中です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆北海道地球温暖化防止活動推進員 

道では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「地球温暖化対策推進法」とい

う。）に基づき、道民の皆様へ地球温暖化対策に関する知識等を普及するため、北海道地球

温暖化防止活動推進員を28名委嘱しています。 

令和６年度（2024年度）は、市町村や住民団体、事業者等からの申請を受け、各地域で

開催される地球温暖化防止に係るセミナーや学習会等の講師として、北海道地球温暖化防止

活動推進員を29回派遣し、合計1,308人の方が参加しました。 

 

◆ほっかいどう・省エネ３Ｓ
スリーエス

キャンペーン 

道民や事業者の省エネや地球温暖化対策に関する意識の変化を的確に把握し、より一層の

省エネ行動を促進するため、「Save（節約）」「Select（選択）」「Shift（転換）」の３つの「S」

をキーワードに、道民の日々の暮らしの中での省エネや脱炭素型ライフスタイルへの転換な

どを呼びかける「ほっかいどう・省エネ３Ｓ
スリーエス

キャンペーン」を展開しています。 

令和６年度（2024年度）は、本キャンペーンの取組として次の事業を展開しました。 

■北海道デカボチャレンジ 2024 

■ゼロカーボン北海道 

   Youtube チャンネル 
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 ナチュラル・ビズ・スタイル  

道では、地球温暖化対策や省エネルギーの取組として、「ナチュラルクールビズ」と「ウォ

ームビズ」を通年の取組に発展させて、個別の期間設定を行わずに一人ひとりが主体的に判

断して働きやすい服装で執務を行う「ナチュラル・ビズ・スタイル」に取り組んでいます。 

令和６年度（2024年度）は5月27日から10月４日までを取組強化期間とし、職員自ら

が、「自然を意識する」、「省エネを意識する」、「TPOを意識する」の３つをコンセプトとし

たナチュラル・ビズ・スタイルに取り組んだほか、市町村、事業者、道民の皆様にも実施を

広く呼びかけました。 

 

 北海道クールあいらんどキャンペーン・あったまろうキャンペーン  

道では、民生（業務）部門での温室効果ガス排出量の削減を図るとともに、店舗等での実

践を通じて道民の皆様にも広く行動変容を呼びかけることを目的として、事業者・団体等の

皆様に、オフィスや店舗などにおける北海道らしい脱炭素型ビジネススタイル・ライフスタ

イルの実践を呼びかけるキャンペーンを夏期及び冬期に実施しました。 

夏期には「北海道クールあいらんどキャンペーン」として、「通気を良くしてできるだけ冷

房に頼らない」、「その日の気温等に合った服装を選択する」など自然の力を利用しながら快

適に過ごすことを、冬期には「北海道あったまろうキャンペーン」として、「過度な暖房使用

を控える」、「暖かい服装などで快適に過ごす」ことなどを呼びかけ、合計3,853のオフィス・

店舗の皆様に参加いただきました。 

■ほっかいどう・省エネ３Ｓキャンペーンの内容 
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◆次世代自動車等の普及促進 

道では、広域分散型の地域特性から移

動距離が長いため、全国に比べ、運輸部

門からの二酸化炭素の排出割合が高く、

排出量全体の約２割を占めています。 

そのため、北海道地球温暖化防止対策

条例では、自動車を購入する者は、二酸

化炭素を排出しない自動車又は排出量が

少ない自動車を購入するよう努めるとと

もに、自動車販売事業者は、その自動車の

地球温暖化防止性能情報について説明することなどが規定されています。 

道ではグリーン購入制度において、毎年度「環境物品等調達方針」を定め、公用車への次

世代自動車等の導入を推進しています。 

 

ウ 地域の特性を活かした自立・分散型エネルギーの導入等 

道内で自立的に確保できるエネ

ルギーの利用を拡大するために

は、本道の自然や産業に根ざした

太陽光、水力、風力、雪氷、バイ

オマスなどの環境にやさしい新

エネルギーの積極的な開発・導入

が必要です。 

道では、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅲ期】」において、持続可

能な省エネルギー社会の実現や新エネルギーを主要なエネルギー源の一つとすることを目指し、

「徹底した省エネ社会の実現」、「新エネルギーの最大限の活用による地域における持続的な

エネルギー供給と脱炭素化の進展」、「『エネルギー基地北海道』の幕開け」及び「環境関連

産業の成長産業化と道内企業の参入拡大などによる地域経済の好循環の実現」を目指す姿とし

て施策を推進することとしており、試験研究機関における研究開発、企業の製品開発への支援、

中小企業の設備導入に対する融資、道民や事業者を対象としたセミナーの開催、製品・技術に

対する表彰、地域における新エネルギー導入の可能性調査や設備の設計費に対する支援など、

新エネルギーの開発・導入の促進に取り組んでいます。 

車   種 道内全体 道の公用車 

ハ イ ブ リ ッ ド 車 434,021 324 

プラグインハイブリッド車 8,324 16 

電 気 自 動 車 3,178 15 

天 然 ガ ス 自 動 車 52 0 

燃 料 電 池 自 動 車 66 4 

クリーンディーゼル自動車  5 

【参考】全登録台数 3,803,036 2,338 

 H30 R1 R2 R3 R4 

発電 
【設備容量（万kW）】 

320.0 365.1 389.6 417.1 463.2 

発電 

【電力量（百万kWh）】 
8,611 8,786 10,065 11,120 11,907 

熱利用 

【熱量（TJ）】 
14,713 14,578 14,551 15,642 15,426 

■道内の次世代自動車等普及状況 

※令和５年度（2023 年度）末現在。 

特殊用途自動車を除く。 

道内全体については「低公害燃料車の車種別保有台数」

（一般財団法人自動車検査登録情報協会発行）から抽出。 

 

 

ものをムダにしたり、自然を汚したりすると 

どこからともなくあらわれて、チェックする忍者。 

緑をこよなく愛し、森に隠れるのが得意。 

忍者なので目立ってはいけないのだが、実はおしゃれさん。 

クールビズ＆ウォームビズにはこだわりを見せている。 

好きな食べ物は北海道産米のおにぎり。 

■道内における新エネルギーの導入状況 
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また、積雪寒冷で広域分散型の地域特性を有する北海道においては、エネルギーは社会経済

の健全な発展と生活の安定のために不可欠な要素であり、限りある資源を可能な限り将来に引

き継ぐため、「エネルギーをむだなく大切に使う」という視点で、日頃から無理のない省エネ・

節電の取組を行うことが重要です。 

道では、中小企業の省エネ機器導入に対する融資、ホームページを通じた省エネルギーや節

電に関する各種情報の提供を行うとともに、電力使用者の一人として率先して省エネ・節電に

取り組んでいます。 

こうした取組に加え、道では、使用段階で二酸化炭素の排出がなく地球温暖化対策に有効な

水素の利活用を促進するため、平成26年度（2014年度）から水素社会の形成に向けた取組を

進めています。 

 

◆水素の利用などによる脱炭素社会に向けた取組 

水素は、利用段階で二酸化炭素を排出せず、燃料電池技術を活用することで高いエネルギ

ー効率が得られるなど優れた特性を有しているほか、再生可能エネルギーを含む多種多様な

エネルギーにより製造、貯蔵、運搬することができることから、化石燃料に依存していた生

活や産業のあらゆる分野で二酸化炭素排出量を削減する手段として期待されています（下図）。   

また、平成30年（2018年）９月に発生した胆振東部地震に起因する大規模停電を契機に

「非常時への備え」という意識が高まっており、地域内で製造・備蓄できる自立・分散型の

エネルギー源としても注目されています。 

道では、中長期的な視点から北海道全体の水素社会のあり方を示す「北海道水素社会実現戦

略ビジョン」と、当面の手立てとスケジュールを示す「水素サプライチェーン構築ロードマッ

プ」に基づき、民間企業、団体、市町村などと連携し、「脱炭素で安全・安心な地域づくり」に

向けた取組を推進しています。 

燃料電池で発電した電気によりモーターで駆動する燃料電池自動車（FCV）は、道の公用

車としての率先導入や民間事業者が行う水素ステーション整備への助成、市町村の導入助成

等の取組により、道内で66台が導入されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2040 年頃の水素サプライチェーンの展開イメージ 
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◆地域新エネルギー導入アドバイザー制度 

道企業局では、地域における新エネルギー導入を促進するため、これまで発電事業で培っ

てきた知識やノウハウを活かしながら導入のための技術・経営についてアドバイスを行い、

“あなたのまちの取組”を支援しています。 

 

 地域新エネルギー導入検討アドバイス  

地域の新エネルギー導入を支援するために、必要に応じて現地調査を行うなど、市町村

及び団体等に対し、検討段階に応じたアドバイスを行っています。令和６年度（2024年

度）は、８市町村及び１団体へのアドバイスを実施しました。 

 

 小水力発電に関する講演  

地域における再生可能エネルギー導入の取組を促進することを目的に、道内市町村職員

等を対象として、小水力発電に係る基礎知識講座や導入事例紹介に加え、令和５年度

（2023年度）十勝中部広域水道企業団のなかとかち浄水場（中札内村）に導入されたマ

イクロ水力発電設備の現地視察研修会を行い、令和６年度（2024年度）は21市町村及び

４団体が参加しました。 

 

 流速計機器の貸出  

水力発電の導入検討に必要な河川の流量測定を市町村が自ら行うための支援として、流

速計機器の貸出を実施しており、測定の仕方や結果に基づく発電計画の策定についてもア

ドバイスしています。 

 

◆省エネルギー促進総合支援事業 

道では、省エネ意識や行動の定着等に関する普及啓発のためのリーフレットの作成やセミ

ナーの開催のほか、事業者が行う省エネ設備導入等への取組に対する支援を実施しています。 

 

エ 森林等における吸収源対策 

本道の森林は全国の森林面積の22%を占めており、二酸化炭素の吸収源として大きな役割を

担っています。道では、森林づくりに関する施策を総合的に推進する「北海道森林づくり基本

計画」（令和４年（2022年）３月改定）や「北海道森林吸収源対策推進計画」（令和７年（2025

年）３月改正）に基づき、森林による二酸化炭素吸収量の維持、増加に向け、人工林の計画的

な伐採と着実な植林やそのために必要な優良種苗の安定供給、手入れが行われていない森林の

整備、適切な保安林の配備と保全など活力ある森林づくりを推進するとともに、環境保全に関

心のある企業等の森林づくりへの参加などを促進しています。また、建築物等での炭素の固定

や化石燃料の代替による二酸化炭素の排出抑制に向け、道産木材の利用や木質バイオマスのエ

ネルギー利用を促進しています。 

このほか、藻場･干潟の保全等によるブルーカーボンに関する取組や農地管理による炭素貯

留のほか、工場等の敷地内や都市施設の緑化を促進しており、二酸化炭素の吸収・固定及び排

出量の削減に努めています。 
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◆木質バイオマスのエネルギー利用 

道では、林地未利用材などの木質バイオマスを熱や電気などのエネルギーとしての利用を

促進するため、木質バイオマス燃料の供給・利用施設等の整備への支援や、林地未利用材の

効率的な集荷に向けた技術セミナー等を行いました。 

木質バイオマスは、木材加工工場の燃料

や、公民館や小学校などの公共施設、温泉

施設やクリーニング工場などの木質バイ

オマスボイラーなどで利用されているほ

か、木質バイオマス発電施設での利用も増

えており、道内における令和５年度

（2023年度）の木質バイオマス（製材工

場等の端材、建設発生木材を含む）の利用

量は、約189万㎥となっています。 

 

◆カーボン・オフセットを活用した北海道の森林づくり 

道では、道有林後志管理区（羊蹄山山麓）及び上川南部管理区（旭岳山麓）において、間

伐を行った人工林（245ha）が吸収した二酸化炭素を対象にオフセット・クレジット（J-

VER）を取得しており、企業等への販売を行っています。 

令和６年度（2024年度）には、前年度の約2.5倍となる1,111t- CO2のクレジットを販

売し、年間の販売実績としては過去最大となるなど、カーボン・オフセットへの関心が高ま

っています。 

このような中、国のＪ－クレジット制度を活用し、新たに道有林上川北部・網走西部管理

区の人工林約２万６千haを対象として、航空レーザ測量による大規模な森林由来クレジッ

トの創出に取り組んでいます。 

～ＭＥＭＯ～ 

森林は大気中の二酸化炭素を吸収し、炭素を貯蔵しながら成長することから、二酸化炭素の吸収

源・貯蔵庫として重要な役割を果たしており、地球温暖化の防止に貢献しています。 

また、森林の整備を通じて供給される木材は、①再生産が可能な資源であり、②長期にわたり炭素

を固定する、③鉄などの他の資源に比べて原材料から製品を製造する際に消費するエネルギー量が

少ない、④燃焼時に二酸化炭素を排出しても大気中の二酸化炭素の増減に影響を及ぼさない（カーボ

ンニュートラル）などの特徴を有しています。 

藻場とは、沿岸域の海草または海藻が繁茂した場所のことです。魚介類の産卵場、仔稚魚の隠れ

場、他の藻類の付着基質として重要な生態学的機能を有します。 

干潟とは、泥や砂により形成される海岸部の湿地帯で、潮の干満による水面の上下動により陸地と

海面下を繰り返すことです。幼稚仔の生育場、藻類の付着基質、鳥類の飛来地、水質浄化機能・緩衝

機能として重要な生態学的機能を有します。 

0

400

800

1,200

1,600

2,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

千㎥

年度

■木質バイオマスのエネルギー利用量
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令和６年度（2024年度）は、既に登録を受けているプロジ

ェクト計画書に基づき、前年度に吸収した二酸化炭素量を算定

し、審査機関による検証のほか、国の認証委員会による審議・承

認を経て、約６万トンのクレジットが認証・発行されました。 

また、道有林留萌管理区では、全国でも事例が少ない天然生林

におけるクレジット創出に試行的に取り組んでおり、令和６年度

（2024年度）はプロジェクト計画書を審査機関に提出し、現地

審査を受けたほか、クレジットの認証・発行に向けた森林巡視を

実施しました。 

これらの取組によって得られた創出ノウハウを道内の市町村

等に普及し、Ｊ－クレジット制度の活用を促すことで、本道の

森林整備を一層推進し、「ゼロカーボン北海道」の実現に貢献していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）市町村、事業者等の取組 

道内では、令和７年（2025年）３月31日現在で、164市町村が地球温暖化対策推進法に基

づく実行計画（事務事業編）を策定し、事務事業における温室効果ガスの削減などに取り組ん

でいます。 

 平成20年（2008年）には帯広市及び下川町が、平成26年（2014年）にはニセコ町が国

の「環境モデル都市」に選定され、全国のモデルとなるべく低炭素型の地域づくりを推進して

おり、下川町においては、公共施設への木質バイオマスボイラーの導入やカーボン・オフセッ

トの取組の推進など全国に先駆けた環境政策や超高齢化対応も含めた低炭素型未来都市構想

が評価され、平成23年（2011年）に国の「環境未来都市」にも選定されました。 

CCS（Carbon dioxide Capture and 

Storage）は、発電所や工場等の大規模 

排出源から分離・回収した二酸化炭素を 

地層に貯留する技術です。 

また、近年では、分離・回収した二酸 

化炭素を有効利用する CCUS（Carbon  

dioxide Capture,Utilization and  

Storage）技術の実用化を目指した研究 

開発が行われ、地球温暖化対策の重要な 

選択肢の一つとして世界的に期待されて 

います。 

 道内では、平成 24年度（2012年 

度）から苫小牧地域で CCSの実証試験が 

実施され、令和元年度（2019年度）には、二酸化炭素の累計圧入量が目標である３０万

トンを達成しました。現在は、圧入した二酸化炭素のモニタリングが継続されています。 

 また、令和５年（2023年）1月には、出光興産㈱、北海道電力㈱、石油資源開発㈱の

３社が苫小牧地域で、CCUSの実現に向けた共同検討を開始することを発表しました。  

さらに、令和７年（2025年）２月に苫小牧市沖が CCS事業法に基づき、二酸化炭素

貯留層が存在し試掘を行う必要があるエリアとして全国で初めて「特定区域」の指定を受

けました。 

 

ＣＣＳからＣＣＵＳへ 

【出典：環境省】 

■道有林におけるクレジット認証証 
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 さらに、札幌市、ニセコ町及び下川町はSDGｓの達成に向けた取組が評価され平成30年度

（2018年度）に、上士幌町は令和３年度（2021年度）に「SDGs未来都市」に選定され、ニ

セコ町、下川町及び上士幌町については、特に先導的な取組として「自治体SDGｓモデル事業」

にも選定されています。 

 また、令和７年（2025年）６月19日現在で、169市町村が「2050年ゼロカーボンシティ」

を表明し、2050年に温室効果ガス又は二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指して

おり、国が選定する2030年度までに実質ゼロを実現するモデルとなる「脱炭素先行地域」で

は、道内から７件が選定され全国で最多となっています（第1回：石狩市、上士幌町、鹿追町 

第２回：札幌市、奥尻町 第４回：苫小牧市 第５回：厚沢部町）。 

 

 
２ 気候変動の影響への適応策の推進 

 

  

（1）適応の取組推進に関する基本方向 

近年、本道においても、経験したことのない猛暑や記録的な集中豪雨など、自然生態系や産業、

道民生活など幅広い分野において気候変動の影響や被害が顕在化しています。 

地球温暖化対策の推進に当たっては、温室効果ガスの排出抑制である「緩和」の取組とともに、

気候変動の影響に対する「適応」の取組を進めていくことが重要です。 

道では、令和２年（2020年）３月に策定した「北海道気候変動適応計画」に基づき、令和３

年（2021年）４月に「北海道気候変動適応センター」を設置し、同センターを中心として気候

変動の影響による道民の生活、財産、経済活動への被害を回避あるいは軽減できるよう、４つの

基本方向を掲げ「適応」の取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「北海道気候変動適応センター」及び庁内組織「ゼロカーボン北海道推進本部」を活用した適応策の展開 
●道の政策分野に適応の視点を組み込み、関係部局が連携した取組を推進 
 

２ 情報や知見の収集と適応策の検討 

１ 本道の強みを活かす適応の取組の推進 

３ 道民や事業者等の理解・取組の促進 

４ 推進体制の充実・強化 

●気候変動による影響の大きさや本道の優位性のある地域特性などを踏まえ、「産業」「自然環境」「自然災害」 
「生活・健康」の４分野について重点的な取組を推進 

 

●国や関係機関と連携し、適応に関する科学的に信頼性の高い情報の収集・提供を行い、適応策を検討 
 

●対象者や事業種別等を踏まえた普及啓発や情報提供の推進 
●事業活動における「気候リスク管理」、新たなビジネス機会と捉える「適応ビジネス」の取組の促進 

■適応の取組に係る４つの基本方向 



 

- 18 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（2）取組の状況 
令和６年度（2024年度）は、北海道における熱中症救急搬送者数及び熱中症リスクの将来予

測について、新たに収集した追加情報なども踏まえ、予測計算を実施しました。あわせて、道内

の気候変動影響に関する道民の意識の変化を把握し、地域特性を踏まえた熱中症への適応策や気

候変動適応に対する普及啓発のあり方を検討するため、意見交換とワークショップを併用してヒ

アリングを行うとともに、熱中症や気候変動に関するアンケートを実施しました。 

また、気候変動の分野横断的な影響を共有し、研究者の連携をさらに深め、新たな研究へと進

展させるため、「北海道気候変動影響研究シンポジウム」を北海道立総合研究機構等との共催に

より開催しました。 

その他、北海道立総合研究機構、札幌管区気象台及び北海道大学をはじめとする道内大学など、

関係機関の協力を得ながら、道内における適応に関する研究論文や適応に関する取組事例を収集

しています。 

収集した研究論文や適応の取組については、センターのウェブサイトで公表するとともに、活

用について市町村に働きかけ、センターを相談窓口として周知するなど、適応に関する情報のプ

ラットフォーム化に向けた取組を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■北海道気候変動適応センターの体制イメージ 
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３ その他の地球環境保全対策の推進 

 

  
 

 

（1）フロン類対策  

大気中には、オゾン層と呼ばれる太陽光に含まれる有害な紫外線を吸収するオゾン濃度が高い

部分がありますが、特定フロン（CFC等）と呼ばれるオゾン層破壊物質などの影響で破壊され、

札幌市上空でも、オゾン量は1990年代半ばまで減少傾向にありました。 

オゾン層の破壊を防ぐため、昭和63年（1988年）に「オゾン層保護法」が制定されたことで、

オゾン層破壊物質の製造や輸出入が規制され、オゾン層を破壊しない代替フロン（HFC等）と呼

ばれる物質への転換が進んだことなどにより、現在は、日本における年平均オゾン全量変化は、

横ばいもしくは緩やかな増加傾向にあります（下図）。 

こうして、オゾン層破壊物質である特定フロンは着実に削減されましたが、代替フロンは、オ

ゾン層は破壊しないものの強力な温室効果ガスであることが判明し、平成13年（2001年）に特

定フロンや代替フロン等の大気中への放出防止と回収・破壊を目的とする「フロン回収・破壊法」

が制定されました。 

その後、代替フロン等を使用している冷凍空調機器の設備不良や経年劣化等により、想定以上

に使用時の漏えいが生じていることが判明したことなどから、平成25年（2013年）に従来のフ

ロン類の回収・破壊に加え、フロン類の製造から廃棄までのライフサイクル全般にわたる包括的

な対策を推進することを目的として法改正され、新たに「フロン排出抑制法」と名称が改められ

ました。（平成27年（2015年）４月全面施行） 

さらに、10年以上にわたり４割弱で低迷している機器廃棄時のフロン回収率の向上を図るた

め、令和２年（2020年）４月に法改正が行われ、フロンが回収済みであることを証明できない

機器の引取りを禁止するなど、対策が強化されました。 

道内では令和７年（2025年）４月１日現在、854事業者が知事の登録を受け、フロン類の充

塡回収業を行っており、令和５年度（2023年度）は、フロン類222,255kgが充塡され、

144,095kgが回収されました。 

なお、カーエアコンや家電品に充塡されているフロン類は自動車リサイクル法や家電リサイク

ル法で回収等が義務づけられています。 

道では、業務用冷凍空調機器の

管理者や整備事業者、充塡回収業

者など関係事業者・団体で構成さ

れる「北海道フロン類適正管理推

進協議会」を開催するとともに、

点検の実施や漏えいの実態など管

理状況について関係者への立入調

査を強化するなどフロン類の適正

管理を推進しています。 

  

■日本における年平均オゾン全量の変化 
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（2）酸性雨 

一般に、pH値が5.6以下の雨を酸性雨といい、道内でもpH5.6以下の降水が確認されています。

本道では日本海側の降雪量が多く、その酸性度も高いため、湖沼が影響を受けやすいと考えられ

ています。 

道では湿性沈着降水モニタリング調査のほか、平成15年度（2003年度）から、酸性雨による

生態系への影響を早期に把握するため、環境省が、支笏・洞爺国立公園や知床国立公園において

土壌・森林植生モニタリング調査を実施しています。 

湿性沈着モニタリング結果を見ると、降水のpHは近年概ね横ばいの傾向となっており、これま

で道内の湖沼や森林等の生態系への明らかな被害は報告されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）海岸漂着物対策 

道では、美しく豊かな自然を保護するため、海岸漂着物等の円滑な処理とその排出抑制を施策

の両輪とした「北海道海岸漂着物対策推進計画（第３次計画）」を令和３年（2021年）３月に

策定しました。 

道内の海岸には、大量の流木やプラスチックなどの生活や事業活動に起因する陸域由来のごみ

が漂着し、景観の悪化、海岸の土地利用や漁業活動等へ支障が生じるなど、各地域で対応に苦慮

しています。 

特に、大規模な自然災害が起こると海岸漂着物が大量に発生するため、海岸管理者や市町村が

国の補助制度を活用するなどして海岸漂着物等の回収・処理事業を実施しており、令和５年度

（2023年度）の海岸漂着物等の回収・処理量は5,730ｔとなっています。 

また、道では、海岸漂着物組成調査を実施するなど継続的に実態を把握し、発生源等の検証に

努めているほか、各地域では、市町村、地域住民やボランティア団体などによる海浜等の清掃活

動も多く行われています。 

陸域で散乱したごみは、山、川、海へとつながる水の流れを通じて漂着するため、海岸を有す

る地域だけではなく、一人ひとりが日常生活で発生するごみのポイ捨てをしないことが重要です。 

■降水pH等の経年変化 
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